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道総研 建築研究本部の支援 

整備や再編する公共施設の用途や規模、備えるべき機能、複合施設化などを決め

てゆく課程で、客観的な調査分析をおこなうことで根拠を固め、説得性の高い構想

や計画とすることができます。 

例えば、その地域や場所の災害ハザードや被害想定に基づく必要防災機能の検討、

既存公共施設の費用対効果比較や、LCC（ライフサイクルコスト）の検討、自治体事

業収支の見える化などがあります。 

構想・基本計画策定 

みなさまの公共建築の整備・再編・運用を道総研が技術面から支援させていただきます。 

具体的な支援方法はさまざまですが、構想段階から整備後の運用改善までの段階別、制度別にご紹介いたします。 

１ 

基本設計の早い段階から建築技術の実装を検討し配慮することで、よ

り高効率･低運用コストな施設とすることができます。 

例えば、建物の省エネルギーは、建築的な工夫と機械設備的な対応を

組み合わせることでより性能が向上します。また雪対策も、より根本的･

効果的な解決手法が選択でき、運用コストの低減につながります。 

設計･施工 

建築が設計どおりの性能を発揮するためには、供用開始後も継続的な

調査やそれに基づく施設や設備の運用法の改善が重要です。 

新築施設だけでなく、既存の建物も、調査や解析に基づいて改修を行う

ことで、省エネルギー性能の向上やランニングコスト低減のみならず、施

設を使う方々の快適性の向上も図ることができます。 

施設運用開始後 

■技術相談（無料） 
相談はお電話-・メール等にて随時で承っております。
お気軽にご相談ください。 
・Tel 0166-66-4216 （企画課直通） 
・メールは当本部 HP に記入フォームがございます。 
 

 
■検討委員会等への参加（実費 or 無料） 

各種計画や構想策定のための委員会や有識者会議、設
計者や施行者選定の際の審査委員、アドバイザーな
ど、技術的見地からの助言などを行っております。 

■依頼試験（実費） 
雪対策シミュレーション、室内環境測定、温熱環境シ

ミュレーションなど、定型的方法やオーダーメイドの試
験、試算、調査などを実施しています。 
 
■課題対応型支援（実費） 
 依頼試験による調査試験結果を解析し、課題の解決提
案を含めてのコンサルティングを行っております。 
 
■（受託）研究（実費） 
 新たな技術的トライ、先進的取り組みなどがある場合
は、受託研究として実施します。 
 また、重要な技術開発などの場合、道総研自らの研究
として研究費を用意して実施することもあります。 

各種支援制度のご案内 



  

Ⅸ . 屋根雪・雪の吹きだまり対策 p.12 

屋根から張り出した雪庇など屋根雪による問題は、

落雪事故に繋がるため、計画時に対策を検討する必要

があります。また風の強い地域ではアプローチや玄関

に雪の吹きだまりが発生し、除雪作業など維持管理の

負担が大きくなり、快適性も損なわれます。 

ここでは、旭川市に建つ 市営住宅“北彩都団地”を事

例に、屋根雪対策と雪の吹きだまり対策のポイントを

紹介します。 

Ⅱ . アトリウムの環境設計技術 p.5 

アトリウムは、明るく開放的な屋内広場となります

が、夏季にはガラス屋根からの日射によって暑くなり

ます。また、冬季には暖かい空気が上昇し、冷たい空

気が下に流れる気流が発生します。 

ここでは、旭川市に建つ “北海道立総合研究機構 建築

研究本部”のアトリウムを事例に、アトリウムの夏の暑

さと冬の寒さに関する環境設計技術を紹介します。 

Ⅷ. 高断熱化技術 p.11 

温熱環境確保やエネルギー削減のため、寒冷地の

建築物にとって断熱性能の向上は重要です。断熱性

能の向上には、対象建築物の構造等の特性、要求性

能、費用や施工性を踏まえた、適切な断熱システム

の提案が求められます。 

ここでは、当研究本部がこれまで取り組んできた

断熱システムの開発や道内建築物の設計支援につい

て紹介します。 

Ⅰ . 既存公共建築のマネジメント p.4 

人口減少社会の進行の下、子育て支援や高齢者福祉など

社会状況に応じた新たな公的サービスニーズへの対応が

求められており、公共建築においても既存建築物の利活

用が課題です。当研究本部では、既存建築物を活用した

公的サービスの供給事例を事例集をとしてまとめるとと

もに、建築物の現況や公的サービスニーズを基にしたマ

ネジメント手法を紹介します。 

Ⅸ . 木質バイオマスによるエネルギー供給 p.9 

木質バイオマスボイラは灯油ボイラ等と比べるとイ

ニシャルコストが非常に高く、採算性を確保するため

には、年間を通じて大きな熱需要のある宿泊施設等へ

の導入や、複数の建物（建物群）にまとめて熱供給す

ることが必要になります。 

ここでは、木質バイオマスによるエネルギー供給方

式に関する試算結果について紹介します。 

Ⅹ . 災害に負けない防災庁舎づくり p.8 

各種災害の避難拠点としての防災庁舎を災害に耐えら

れる構造・計画とすることは当然ですが、それ以上に住

民の円滑な避難ができるように計画することが重要で

す。また、冬季に極低温になる北海道では、利用可能な

エネルギーが限られる発災時であっても使用できる省エ

ネな空調設備を検討する必要があります。 

ここでは、神恵内村に建設中の “神恵内村新庁舎”を

事例に、防災庁舎の設計事例を紹介します。 

構想・基本  

設計・施工段階 

２ 



  

Ⅳ. 自然光を活用した光環境設計 p.7 

自然光は再生可能エネルギーの１つであり、公共建築

などでの利用の促進が望まれます。自然光照明では、窓

などからの採光により快適な光環境を形成し、照明器具

の点灯頻度を減らして節電を図ります。 

ここでは、いくつかの事例を交えながら、自然光照明

を行う建物の設計について紹介します。 

Ⅹ . 建築設備の運用改善 p.13 

運用時において省エネルギーやランニングコストの削減

を実現するためには、実際の運用状況に合わせて熱源機等

の設定を調整するなどの運用改善を行う必要があります。 

ここでは、中富良野町に建つ「ふれあいセンター なか

まーる」で行った地中熱ヒートポンプの運用改善について

紹介します。 

Ⅶ . 地場産木材の活用 p.10 

建築分野における地場産木材の活用により、地域経済

の活性化や循環型社会の形成等の効果が期待されます。

しかし、公共建築物における地場産木材の活用には、流

通やコスト上の課題が多いのが実情です。 

ここでは、大樹町に建設される公営住宅を対象にし

た、地場産木材の活用により地域経済効果を向上させた

設計支援の事例を紹介します。 

施設運用段階 

Ⅲ . 自然換気による冷房エネルギー削減 p.6 

近年、北海道においても夏の気温が上昇しており、冷

房使用量の増加や室内環境の悪化が懸念されています。

今後も夏の気温は上昇することが予想されており、省エ

ネおよび室内環境の向上に向けた対策が必要です。 

ここでは、旭川市に建つ当研究本部の建物を事例に、

自然エネルギーを利用した冷房エネルギー削減技術を紹

介します。 

計画段階 
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④カルテの作成 

①現況（耐用年数・劣化

状況・省エネ性・バリア

フリー対応等） 

②住民の利用ニーズ 

③将来の収支 

などの情報を一元化し、 

将来の利活用や維持管理

方針をまとめます。 

Ⅰ . 既存公共建築のマネジメント 

Point 公共建築の現況・ニーズ把握・収支を考えたカルテの作成 

ねらい           

人口減少社会の進行の下、子育て支援や高齢者福祉など社会状況に応じた新たな公的

サービスニーズへの対応が求められており、公共建築においても既存建築物の利活用が課

題です。当研究本部では、既存建築物を活用した公的サービスの供給事例を事例集をとし

てまとめるとともに、建築物の現況や公的サービスニーズを基にしたマネジメント手法を

紹介します。 

 
既存建築活用で まちを元気に！ 

北海道の既存建築を活用した 

公的サービス供給事例集 

2006.12 

 
北海道立北方建築総合研究所 

Hokkaido Northern Regional Building Research 

Institute 

 
既存建築活用で まちを元気に！ 

 

 

 

北海道の既存建築を活用した 
公的サービス供給事例集 

 
 

   
 
   

 

   

 

 

  

 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2006.12 
 
 

北海道立北方建築総合研究所 
Hokkaido Northern Regional Building Research Institute 

 

 

  

施設名称 主用途 立地 駐車 施設の特徴
室名 会議室１（１Ｆ） 調理実習室（１Ｆ） 大会議室（２Ｆ） 会議室４（２Ｆ）
用途 集会室 調理実習室 集会室 集会室
室規模 ５６㎡ ７７㎡ ３１８㎡ ７９㎡

特徴 － 調理実習設備あり
ステージあり
（催事利用可）

入口２カ所あり

室名 記念ホール・１Ｆ 視聴覚室・２Ｆ
用途 屋内展示スペース 集会室
室規模 ２２９㎡ ９６㎡

特徴
円形（２Ｆ吹抜あり）
トイレ等隣接

ＡＶ機器附設
音響対応仕様

室名 多目的ホール・１Ｆ
用途 バス待合所
室規模 １０２㎡

特徴
円形

ガラス張り

室名 展示ホール・１Ｆ 展示・休憩スペース・２Ｆ

用途 屋内展示スペース 飲食スペース
室規模 ８０㎡ ８０㎡

特徴
中央にらせん階段
(大空間確保不可)

中央にらせん階段
(大空間確保不可)

室名 会議室・１Ｆ 和室・１Ｆ
用途 集会室 集会室
室規模 ５０㎡ ４６㎡

特徴
現在、団体事務所

として利用
和室

室名 和室・１Ｆ
用途 集会室
室規模 ４０㎡

特徴 和室

室名 和室・１Ｆ 和室・２Ｆ 事務室・２Ｆ 会議室・２Ｆ
用途 和室 集会室 集会室 集会室
室規模 １１㎡ ２１㎡ ７２㎡ ６９㎡

特徴
署員の仮眠室利用

和室
和室 － －

町民文化セ
ンター

青年会館

消防署

総合福祉
会館・ト
レーニング
センター

メモリアル
ホール

コミュニティ
スペース

物産展示
館（農畜産
物加工処
理工場併
設）

集会所
（集会室、
ホール）

左記のうち、対象となる室（スペース）の概要

集会所

消防署
（車庫、事
務所）

図書館
(図書室、
展示ス
ペース、視
聴覚室、
会議室)

バス停留
所
(多目的
ホール、
公衆トイ
レ)

その他
　(展示・飲
食スペー
ス、加工
場)

その他
　(屋外ス
テージ、事
務所ス
ペース)

施設の概要

中央
地区

４０台
程度

・会議室等の部屋は多数ある。
　ただし、特別な仕様なし。
・大規模集会室が２つある。
・高齢者（特に女性）の利用が多い。
・駐車スペースは広い。
・スロープ・ＥＶ・車いす対応トイレ等設備が
ある。
・施設内の施設管理者いる。中央

地区
１０台
程度

・駐車スペースは広い。
・周辺に公共施設が多数ある。
・雑誌・新聞等の閲覧、館内でくつろぐ
　スペースは狭い。
・展示スペースは展示利用のみ。
・２Ｆの利用頻度は低い。
・中学生の溜まり場となることもある。
　（防犯カメラを設置）

・町の交通拠点（中心部付近）にある。
・外構はきれいに整備されている。
・駐車スペースは無い。
・利用者はバス利用者のみである。
・利用者の滞在時間が長い場合がある。
・施設管理者（常駐）はいない。
・コンビニエンスストアが隣接している。

０台中央
地区

中央
地区

５台
程度

・加工処理場と一体的な利用ができる
・物産展示館の中央にらせん階段があり、
１・２Ｆとも一体的なスペースの
確保は難しい。
・１Ｆは開口部が小さく、暗い空間となってい
る。

・役場に隣接している。
・消防署であることから形態が特殊である。
・集中暖房設備がある。

６台
程度

中央
地区

・屋外ステージがあるが未使用。
・公園内にあり、公園利用者以外は使いし
づらい。
・駐車スペースは狭い
・和室以外は土足利用。（屋外的利用の転
換可）
・施設管理者（常駐）はいない。

２台
程度

中央
地区

中央
地区

５台
程度

・一体の成形空間である。
・独立した建物である。
・駐車スペースあり。
・施設管理者（常駐）はいない。

①現況把握 

耐用年数・劣化状況・省エネ性・バリアフリー 

対応等の状況を把握します。 

②ニーズ把握      

立地 中央・東聖地区での整備

室規模
既存施設（地区会館）にある調理実習室より大きなもの
料理教室・講習会等が実施できる広さが必要

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
適切な調理器具等の設置
幼児等の託児の実施（母親の食育講習など）

立地 中央地区での整備

室規模
体操など軽い運動ができる広さ
運動器具（エアロバイクなど）の設置スペース

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
床は運動に適したもの（マット等の敷設対応も可）
トレーナー等の配置が必要

立地 中央・東聖地区での整備

室規模 少人数のサークル等活動に対応可能な広さ

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
室に対する特別な仕様は不要
利用料の負担を少なくする

立地 中央・東聖地区での整備

室規模 親子（乳幼児）が遊び、高齢者等地域住民が集える広さ

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
室に対する特別な設備は不要
親子が遊ぶ場所は直に座れる仕様

立地
観光客や町外からの通過交通のある沿道沿い
地域住民が徒歩でも利用できる

室規模 地場産品の展示と販売ができる大きさの確保

駐車場 必要（車利用の来所者への対応が可能な台数）

その他
想定する利用者
　・観光客など通過交通の車利用者
　・町民

立地 中央地区での整備

室規模 多用途な加工が行なえる室規模の拡大

駐車場 必要（利用人数程度の台数）

その他

立地 中央・東聖地区での整備

室規模 子どもが遊ぶ（走り回れる）広さ

駐車場 必要（利用人数程度の台数）

その他
幼児を持つ親子や児童が冬季・雨天時に利用する

立地
中央地区での整備
アクセスは徒歩で利用する場合もあり、まちなかが好ま

室規模 既存施設同等規模　＋　スクールバス運転手の休憩スペース

駐車場 必要（従業員用）

その他 スクールバス（３台）の駐車スペースが必要

ニーズ概要 ニーズに係る要件

⑧スクールバス車両センターの機能充実
　
　○運転手の休憩スペース等の確保
　○既存施設の利便性向上

⑦子どもの遊び場の設置（冬季・雨天時利用）

　○まちなかの公園への遊具設置
　○冬季間の子どもの屋内遊び場不足への対応

⑥農畜産物加工施設
　
　○既存の農産物加工処理場の機能充実

②高齢者の健康づくりスペース

　○前期高齢者等が健康維持･増進のための施設
　○介護予防事業の取組

③小規模な活動スペース

　○会議利用は小規模な室の希望（利用）が多い。

④地域サロン　（子育て世代等の多世代交流スペース）

　○子育てサークルの活動スペース不足
　○子どもと元気な高齢者の交流
　○飲食等もできる高齢者の交流スペース

⑤地場産品の展示・販売スペース

①多人数で利用できる調理実習室

　○料理教室・講演会・食育などのニーズに対応できる
　　　多人数で利用できる調理実習スペースの設置。
　○上記催しの際に、乳幼児等を持つ母親のための
　　　一時託児の実施(ボランティアとの連携が必要)。

立地 中央・東聖地区での整備

室規模
既存施設（地区会館）にある調理実習室より大きなもの
料理教室・講習会等が実施できる広さが必要

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
適切な調理器具等の設置
幼児等の託児の実施（母親の食育講習など）

立地 中央地区での整備

室規模
体操など軽い運動ができる広さ
運動器具（エアロバイクなど）の設置スペース

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
床は運動に適したもの（マット等の敷設対応も可）
トレーナー等の配置が必要

立地 中央・東聖地区での整備

室規模 少人数のサークル等活動に対応可能な広さ

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
室に対する特別な仕様は不要
利用料の負担を少なくする

立地 中央・東聖地区での整備

室規模 親子（乳幼児）が遊び、高齢者等地域住民が集える広さ

駐車場 必要（利用者人数程度の台数）

その他
室に対する特別な設備は不要
親子が遊ぶ場所は直に座れる仕様

立地
観光客や町外からの通過交通のある沿道沿い
地域住民が徒歩でも利用できる

室規模 地場産品の展示と販売ができる大きさの確保

駐車場 必要（車利用の来所者への対応が可能な台数）

その他
想定する利用者
　・観光客など通過交通の車利用者
　・町民

立地 中央地区での整備

室規模 多用途な加工が行なえる室規模の拡大

駐車場 必要（利用人数程度の台数）

その他

立地 中央・東聖地区での整備

室規模 子どもが遊ぶ（走り回れる）広さ

駐車場 必要（利用人数程度の台数）

その他
幼児を持つ親子や児童が冬季・雨天時に利用する

立地
中央地区での整備
アクセスは徒歩で利用する場合もあり、まちなかが好ま

室規模 既存施設同等規模　＋　スクールバス運転手の休憩スペース

駐車場 必要（従業員用）

その他 スクールバス（３台）の駐車スペースが必要

ニーズ概要 ニーズに係る要件

⑧スクールバス車両センターの機能充実
　
　○運転手の休憩スペース等の確保
　○既存施設の利便性向上

⑦子どもの遊び場の設置（冬季・雨天時利用）

　○まちなかの公園への遊具設置
　○冬季間の子どもの屋内遊び場不足への対応

⑥農畜産物加工施設
　
　○既存の農産物加工処理場の機能充実

②高齢者の健康づくりスペース

　○前期高齢者等が健康維持･増進のための施設
　○介護予防事業の取組

③小規模な活動スペース

　○会議利用は小規模な室の希望（利用）が多い。

④地域サロン　（子育て世代等の多世代交流スペース）

　○子育てサークルの活動スペース不足
　○子どもと元気な高齢者の交流
　○飲食等もできる高齢者の交流スペース

⑤地場産品の展示・販売スペース

①多人数で利用できる調理実習室

　○料理教室・講演会・食育などのニーズに対応できる
　　　多人数で利用できる調理実習スペースの設置。
　○上記催しの際に、乳幼児等を持つ母親のための
　　　一時託児の実施(ボランティアとの連携が必要)。

利用状況・住民アンケートなどによりニーズを

把握します。 

既存建築活用カルテ １ （対象部分別） 

 

  

施設概要 

○建設時期 昭和４５年度（新耐震基準以前）   
○施設概要 １Ｆ 会議室(２)、和室(１)、調理実習室(１)ｱﾘｰﾅ･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ(１) 

２Ｆ 会議室(２)、大会議室(１) 
○利用状況 会議室等は、概ね利用されている 

ただし、大会議室・アリーナの利用回数は減少 
○管理運営 日中は直営（教育委員会） 

休日夜間は委託（高齢者事業団） 
○施設特性 

・会議室等の部屋は多数あるが、特別な仕様なし。 
・大空間が２つある。（大会議室・アリーナトレーニングルーム） 
・高齢者（特に女性）の利用が多い。 
・駐車スペースは広い。（ただし、施設の裏にある。） 
・福祉関連施設（福祉会館）であり、スロープ・ＥＶ・車いす対応トイレ等の
高齢者等対応設備がある 

・施設内の施設管理者おり、管理上支障がない。 

 

        ＋ 

ニーズ 
○料理教室・講演会・食育などで利用できる調理実習スペースの設置 
○催し時のボランティアと連携した一時託児の実施 

  

提案する用途 

○多人数が参加する料理教室、食育講習が実施できるなどへの対応 
※和室を活用した一時託児対応 

・イベント時にボランティアと連携した一時託児の実施 

改修内容等 

○調理実習室の拡充 
調理実習室と隣接する会議室１との一体的な利用 
［改修内容］ 

・壁の撤去（調理実習室と会議室１の間仕切り壁） 
・調理関連設備の充実等 

※一時託児に利用する和室の改修は不要 

留意事項 

○ピロティ（自転車置き場として使用）の車いす専用駐車場としての変更 
○関連法令への対応 

建築基準法 
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（改正ハートビル法）

○耐震性の確認（耐震改修促進法） 
 

 

対象施設名 総合福祉会館・トレーニングセンター 

対象室名 調理実習室（１Ｆ）、会議室１（１Ｆ）、和室（１Ｆ） 

③収支計算（公的住宅） 

公的住宅など収入のある

事業について事業の種類

ごとや改修を実施別に、将

来の収支を計算します。 

経過年数[年] 

収
支

[万
円

] 

４ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

放熱器からの熱の流れと室温の解析 

大空間 

執務室 

22 

21 

20 

18 

17 

16 

温度[℃] 

放熱器 放熱器 

Ⅱ . アトリウムの環境設計技術 

Point 日射遮へいと排熱 

アトリウムは、明るく開放的な屋内広場となりますが、夏

季にはガラス屋根からの日射によって暑くなります。また、

冬季には暖かい空気が上昇し、冷たい空気が下に流れる気流

が発生します。 

ここでは、旭川市に建つ “北海道立総合研究機構 建築研

究本部”のアトリウムを事例に、アトリウムの夏の暑さと冬

の寒さに関する環境設計技術を紹介します。 

 

夏はガラス屋根からの日射を遮へいすることで、暑さを抑えますが、

すべて覆ってしまうと暗くなります。熱はアトリウム上部に溜まるの

で、暗くならない程度に遮蔽し、アトリウム上部に溜まった熱を排出す

る必要があります。 

ねらい           

①遮光布 

ガラス屋根からの日射を遮へいす

るロールカーテンです。夏季には

ガラス屋根の傾きの下から半分を

覆います。覆われていない半分の

ガラス屋根からの日射で明るさを

確保してます。 

②排気口      

アトリウム上部に溜まった熱を排

出するための排気開口です。 

ガラスの面積や方位によって室内

に入ってくる日射量が違いますの

で、日射量に合わせた開口面積の

設計が必要です。 

建物名  北海道立総合研究機構 建築研究本部 

立地   旭川市 

建物用途 研究所 

延床面積 832.5m2 (アトリウムのみ) 

建物階数 地上 4 階 (地下 1 階) 

建物高さ 20m 

構造   鉄骨造 

５ 

Point 放熱器の位置と放熱容量の最適化 

 

夏 冬 

暖房の放熱器を、最適な位置に最適な放熱容量で配することで、冬季

の人がいる空間の気流を抑え、また、快適な温度を確保します。 

 

 

 
 

 

 

 

  
 

 

 

②排気口 

ア ト リ ウ

 日射遮蔽と排熱の概念図  

①遮光布 熱 気 だ ま
り 

給気口 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ . 自然換気による冷房エネルギー削減 

Point 自然換気口の面積・方位 

近年、北海道においても夏の気温が上昇しており、冷房使

用量の増加や室内環境の悪化が懸念されています。今後も夏

の気温は上昇することが予想されており、省エネおよび室内

環境の向上に向けた対策が必要です。 

ここでは、旭川市に建つ当研究本部の建物を事例に、自然

エネルギーを利用した冷房エネルギー削減技術を紹介しま

す。 

自然換気は室内に外気を取り入れることで、初夏から初秋にかけて冷

房使用量削減、室内環境の向上につながります。この建物では、自然換

気を取り入れることで、室温を約 2℃下げることができています(右

図)。このような効果を得るためには、自然換気量は少なすぎても、多

すぎてもいけません。以下の点に注意する必要があります。 

ねらい           

①換気口面積 

自然換気を取り入れるための開閉

できる窓のことです。自然換気口

面積が小さいと省エネにはなら

ず、大きいと寒くなるなどの問題

が発生します。省エネと室内環境

に配慮した面積設計が重要です。 

また、網戸やルーバーなどを付属

し、防犯性を高めることで、夜間

の自然換気を取り入れることがで

き、室内の冷却効果も増加します。 

②換気口方位      

建物周辺の風向を観測し、風上側

と風下側に面した方位に設置する

ことが望ましいです。また、建物

が複雑な場合、周辺に多数の建物

がある場合などには周辺の風の流

れを詳細に検討(右図)すること

で、より効果的に自然換気を取り

入れることが可能になります。 

 代表日の室内温度  
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①まぶしさの緩和 

まぶしさの緩和のために

は、庇などの部材の設置が

有効です。庇などの部材は、

建設地の気候、窓の方位、部

材の形状などで効果が異な

るので、計算で効果を予測

して設計します。 

Ⅳ. 自然光を活用した光環境設計 

Point 用途を考慮した光環境設計 

自然光は再生可能エネルギーの１つであり、公共建築などでの利

用の促進が望まれます。自然光照明では、窓などからの採光により快

適な光環境を形成し、照明器具の点灯頻度を減らして節電を図りま

す。 

ここでは、いくつかの事例を交えながら、自然光照明を行う建物の

設計について紹介します。 

多くの教室や事務室では、窓のまぶしさへの対応としてカーテンなど

を閉じるため、室内の暗さが増して照明器具の点灯頻度が多くなってい

ます。採光を得るには、まぶしさの緩和が重要です。また、快適な明る

さを形成するには、なるべく多くの日時で採光の量が適切になるように

することと、室内の一部で生じる暗がりを低減することが重要です。 

ねらい           

7 

建築研究本部旭川庁舎 

（設計：アトリエブンク） まぶしさ 

 暗がり 

 

教室 

光のみち 

教室に対して廊下側からも採光し、窓から離れた席の暗がりを緩和した

事例があります（右下図）。基本設計の段階であれば、この事例のように

建物全体の断面や平面を工夫することが考えられます。また、暗がりに

自然光が届くように、窓の設置位置や、透光性の間仕切り壁の設置など

様々な方法を検討し、設計に反映します。 

窓の設置面積の増減などに

より採光の量を調節する方

法があります。また、窓面積

が小さい教室において、天

井を低くすることで空間容

積あたりの採光の量を増や

した事例もあります（右上

図）。建物や空間の特徴に応

じた方法を検討します。 

②採光の量の適切化 

③暗がりの低減 

黒松内中学校（設計：アトリエブンク） 

天井を低くした事例 

断熱性能向上の
ため改修で窓面
積を縮小 

設計段階におけるエネルギー消費量の予測 

黒松内小学校（設計：アトリエアク） 

0 200 400 600 800 1000

北海道の標準的な中学校

改修前の黒松内中学校

改修後の黒松内中学校

暖房 照明 その他 照明・その他

床面積あたりの一次エネルギー消費量[GJ/(m2･年)]

一般的な教室 教室に対して廊下側
からも採光した事例 

輝度分布測定結果 輝度分布測定結果 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅴ . 災害に負けない防災庁舎づくり 

Point 円滑な避難を促す工夫 

各種災害の避難拠点としての防災庁舎を災害に耐えられ

る構造・計画とすることは当然ですが、それ以上に住民の円

滑な避難ができるように計画することが重要です。また、冬

季に極低温になる北海道では、利用可能なエネルギーが限ら

れる発災時であっても使用できる省エネな空調設備を検討

する必要があります。ここでは、神恵内村に建設中の “神恵

内村新庁舎”を事例に、防災庁舎の設計事例を紹介します。 

 

1 分 1 秒が生死を分ける津波災害においては、避難情報の迅速な入

手、速やかな避難が望まれます。多くの地方自治体では防災スピーカを

利用して避難情報を伝達しますが、確実な情報の伝達が可能であるか検

討する必要があります。また、避難経路を人が滞留しないよう配慮し、

スムーズな避難が可能な計画とすることが速やかな避難に繋がります。 

ねらい           

①防災スピーカ 

特別な受信機がなくとも情報伝達

が可能な防災スピーカは、災害時

に極めて重要な役割を担っていま

す。一方で、建物配置や気象条件

によっては聞こえなくなる危険性

があります。本事例では、実大試

験等を実施し、スピーカの仕様を

決定しました。 

②避難経路 

一ヵ所の入口に避難者が殺到する

ことで、滞留が生じてしまう可能

性があります。そのため、地方自

治体の避難計画と対応した避難経

路の計画が必要です。本事例では、

歩行速度を考慮した避難方向を検

討し、複数方向からの避難者が滞

留しない入口計画としました。 

建物名  神恵内村役場庁舎 

立地   神恵内村 

建物用途 役場庁舎 

延床面積 1,874m2  

建物階数 地上 4 階 

建物高さ 19.8m 

構造   鉄骨造 

8 

Point 発災時でも運用できる省エネルギーな空調設備 
冬季の避難時であっても暖かさを確保する方法は重要です。本事例では、

環境負荷低減と経済性の観点から地中熱ヒートポンプを採用しました。 

神恵内村における災害と庁舎の関係のイメージ 

 歩行速度を考慮した避難方向の検討  

 高所作業車を用いた防災スピーカの実大試験  

 検討したスピーカ   気象と音の長期観測  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅵ . 木質バイオマスによるエネルギー供給 

Point 経済性評価に基づく 
エネルギー供給方式の選択 
 
 

木質バイオマスボイラは灯油ボイラ等と比べるとイニ

シャルコストが非常に高く、採算性を確保するためには、年

間を通じて大きな熱需要のある宿泊施設等への導入や、複

数の建物（建物群）にまとめて熱供給することが必要になり

ます。 

ここでは、木質バイオマスによるエネルギー供給方式に

関する試算結果について紹介します。 

木質バイオマスボイラは CO2 排出量の削減に

は効果的ですが、導入に当たっては、イニシャル

コスト及びランニングコストのみならず、ライフ

サイクルコスト（LCC）を考慮したエネルギー供

給方式の選択が重要です。 

ねらい           

①木質バイオマス熱源を対象とした個別方式とセンター方式の経済性評価 
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■LCC 

木質バイオマスボイラ

はイニシャルコストが非

常に高いため、センター

方式(熱導管による熱供

給)の方が LCC でメリッ

トがある可能性がありま

す。 

 

 

■LCC(40 年)と熱導管

距離の関係 

熱導管の距離が短いと

センター方式でメリット

があり、距離が長くなる

と個別方式でメリットあ

ります。経済性評価に基

づき、個別方式とセン

ター方式を選択すること

が重要です。 

＜条件＞面積：複合庁舎 3,200 ㎡、図書館 800 ㎡ 

熱源機 個別方式 複合庁舎  ：ペレットボイラ 232kW、重油ボイラ 186kW 

         図書館   ：ペレットボイラ 116kW、重油ボイラ 116kW 

    センター方式 複合庁舎：ペレットボイラ 232kW、重油ボイラ 186kW 

熱導管からの熱ロス：20%、補助金は使用しない 
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熱交換器

P
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コスト試算の範囲

個別方式 

（複合庁舎及び図書館にペレットボイラと重油ボイラを設置） 

センター方式 

（複合庁舎のボイラの余力を活用して図書館に熱導管で熱供給） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅶ . 地場産木材の活用 

Point 流通・加工ルート確立、梁材寸法の種類の集約化 

建築分野における地場産木材の活用により、地域経済の

活性化や循環型社会の形成等の効果が期待されます。しか

し、公共建築物における地場産木材の活用には、流通やコ

スト上の課題が多いのが実情です。 

ここでは、大樹町に建設される公営住宅を対象にした、

地場産木材の活用により地域経済効果を向上させた（イ

メージを右図）設計支援の事例を紹介します。 

森林資源や製材の生産体制等は市町村によって異なります。そうした

現状を踏まえ、可能な限り市町村内、振興局管内もしくは道内の森林資

源、生産体制等を活用した流通・加工ルートを確立し、工事費と地域経

済効果のバランスの取れた設計を検討する必要があります。 

ねらい 

①流通・加工ルート確立 

大樹町の公営住宅では、地域経済効果の高い

流通・加工ルートとして、町有林を活用し、町

内の小規模な製材工場、十勝管内の乾燥・プレ

カット工場、道内の集成材工場等の活用を提案

しました。 

 

②梁材寸法の種類の 

集約化 

建物名  大樹町寿町団地 

立地   大樹町 

建物用途 公営住宅 

延床面積 288 m2 (4 戸)×2 棟 

建物階数 平屋 

建物高さ 3.7ｍ 

構造   木造 
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大樹町

施工業者
正角材（大樹町産カラマツ）
平角材（大樹町産カラマツ）

羽柄材（十勝産トドマツ）
造作材（十勝産カラマツ）

17㎥(うち防腐土台2.8㎥)
5㎥

30㎥
1㎥

素材生産業者（森林組合） 木材商社

製材
工場

(正角材・
ラミナ材)

正角材
23㎥

町産カラマツ
正角用 78㎥
ラミナ用21㎥

ラミナ材 9㎥ 集成材工場
(平角材)

製材工場
(正角材乾燥)

平角材5㎥

正角材19㎥

プレカット工場
(プレカット加工)

製材工場
(羽柄材・造作材)

羽柄材
十勝トドマツ

30㎥

羽柄材
十勝

トドマツ
30㎥

造作材
十勝

カラマツ
1㎥

町内業者

管内業者

道内業者

発注の流れ

原木の流れ
製品の流れ
(地域材)

製品の流れ
(町産材)

正角材
17㎥
平角材

5㎥

造作材
十勝

カラマツ
1㎥

検討後検討前 ４種類９種類

梁材寸法の種類が多いことで、小ロットとなり製材工場の在

庫負担が大きく、生産や流通の効率が低下します。そこで設計

を合理化し、梁材の断面寸法の種類が少なくする提案を行いま

した。 

心持ち正角材による 
径が細い原木の活用 

0% 50% 100%

大樹

町産材

活用…

現状

(輸入材)

建設業

大樹町172万円UP
（△19.3％）

川下（建設業）
川中

（製材業）
川上

（森林業）

現状
（輸入材）

大樹
町産材
活用

（今回）

0％ 50％ 100％

大樹町 十勝 海外 海外

道内

15.6％ＵＰ
（△139万円）

十勝管内218万円UP
（△24.4％）

地域経済効果の算出結果 
（地場産木材の採用で 16%工費が増大するものの、 
域内の経済循環が 24%上昇する提案を行いました。） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅷ . 高断熱化技術 

Point 機能と性能を備えた高断熱化技術 
温熱環境確保やエネルギー削減のため、寒冷地の建

築物にとって断熱性能の向上は重要です。断熱性能の

向上には、対象建築物の構造等の特性、要求性能、費用

や施工性を踏まえた、適切な断熱システムの提案が求

められます。 

ここでは、当研究本部がこれまで取り組んできた断

熱システムの開発や道内建築物の設計支援について紹

介します。 

外断熱により断熱性能を確保する技術の一つ

として外装一体型の鋼板外装外断熱システムが

あります。既存建築物の断熱性能を大きく向上さ

せる改修技術としては外断熱改修があります。ま

た、新たな断熱技術の開発や個々の建築物の結露

対策等においては、伝熱シミュレーション等の方

法で課題解決をしていきます。 

ねらい 

 

② 外断熱改修 ③ 伝熱シミュレーション 
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躯体全体を外断熱化する改修 
（豊富町の町営住宅） 

ガルバリウム鋼板外装の 

外断熱システム 

（帯広市の道営大空団地） 
建設から年代が経過した公営住

宅ストックを長く活用していくた

めには、防露や温熱環境確保のた

めの断熱改修が望まれます。 

断熱性能が不足していた豊富町

営住宅では、既存躯体全体を外側

から覆う外断熱改修と開口部の断

熱改修、断熱性能を大きく向上さ

せました。 

既存状態によっては部分的な改

修の方が合理的な場合もあるの

で、改修計画の策定にあたっては

事前調査が重要です。 

建物固有の結露や熱橋には、伝

熱シミュレーション等の方法で最

適な対策を検討していく必要があ

ります。 

芽室町庁舎では、鉄骨造のキャ

ンチレバー部における温度分布を

伝熱シミュレーションにより検討

し、表面結露を防止するために必

要な断熱補強の範囲を明らかにし

ました。 

 

①鋼板外装外断熱 
システム 

寒冷地の建物において熱橋対策は

重要です。建物全体を外から断熱材

で覆う外断熱工法は、熱橋を抑え、

断熱性能の向上に有効です。 

鋼板外装とボード状断熱材を一体

とした本システムは、コスト削減、

工期短縮にも有効です。また、外装

と断熱材の間に通気層が形成される

ことで耐久性の確保が期待されま

す。 

帯広市大空団地などの住宅や非住

宅建築物で多くの事例があります。 

芽室町庁舎における 

伝熱シミュレーション 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅸ . 屋根雪・雪の吹きだまり対策 

Point 建設地を考慮した雪対策 

屋根から張り出した雪庇など屋根雪による問題は、落雪事

故に繋がるため、計画時に対策を検討する必要があります。

また風の強い地域ではアプローチや玄関に雪の吹きだまり

が発生し、除雪作業など維持管理の負担が大きくなり、快適

性も損なわれます。 

ここでは、旭川市に建つ 市営住宅“北彩都団地”を事例に、

屋根雪対策と雪の吹きだまり対策のポイントを紹介します。 

 

雪庇は屋根の風下側など雪が多く積もる位置に発生します。雪庇は降

雪の度に大きくなるため、早めに除去する必要があります。雪庇が発生

する位置に雪庇防止柵を設置し雪庇の張り出しを抑えるほか、落下が予

想される位置に下屋や庇などを設ける必要があります。 

ねらい           

①雪庇防止柵 

雪庇防止柵は屋根に積もる雪の深

さに応じて高さを決める必要があ

ります。格子状の雪庇防止柵は、

風の通り抜けにより屋根の雪を減

らし、雪庇が大きくなる前に除去

する効果が期待できます。 

②アプローチ      

安全な建物へのアプローチを確保

するには、雪庇が落下する可能性

のある位置に下屋などを設けるこ

とが有効です。落下した雪の衝撃

力に耐える強度、バウンドによる

落雪を考慮した幅が必要です。 

建物名  旭川市営北彩都団地 

立地   旭川市 

建物用途 公営住宅 

延床面積 4,224m2 (1 号棟)、4,968 m2 (2 号棟) 

建物階数 地上 9 階 

建物高さ 27.8m 

構造   鉄筋コンクリート造 

12 

Point 雪の吹きだまり対策 
雪が吹きだまる位置は、風向、建物形状、配置によって変化するため、

風洞実験により位置を予測した上で対策を検討することが有効です。 

屋根の雪庇 雪の吹きだまり 

風洞実験による吹きだまり位置の予測 

格子状の雪庇防止柵の仕様検討 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅹ . 建築設備の運用改善 

Point 運用状況の把握 

運用時において省エネルギーやランニングコストの削減

を実現するためには、実際の運用状況に合わせて熱源機等

の設定を調整するなどの運用改善を行う必要があります。 

ここでは、中富良野町に建つ「ふれあいセンター なか

まーる」で行った地中熱ヒートポンプの運用改善について

紹介します。 

設計条件と運用条件は異なることがあり、設計条件での運用は無駄なエネルギーを消費する可能性があります。

快適性を損なわず省エネルギーやランニングコストの削減を実現するには、実際の運用状況に合わせて熱源機等

の設定を調整する必要があります。 

ねらい           

①地中熱ヒートポンプの運転状況 

建物名  ふれあいセンター なかまーる 

立地   中富良野町 

建物用途 複合施設（役場執務室、図書館、デイサービス、 

     保健センター、公民館） 

延床面積 3,687.92m2 

建物階数 地上 2 階 

建物高さ 9.9m 

構造   鉄筋コンクリート造 
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地中熱ヒートポンプ 

採熱量と採熱温度の関係 

系統 1 の採熱量が他の系統よりも大きく、

ヒートポンプの運転に偏りがあることが分か

りました。このため、採熱量が小さい系統 2

と系統 1 の採熱管を交換する提案を行い、改

修工事が行われました。 
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温度が他の系統よりも低いことが分かりました。 
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企画調整部企画課 

TEL 0166-66-4211（代表） 
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